
 

【参照条文】 
 

「古都における歴史的風土の保存に関する特別措置法」（抄） 

（昭和 41 年 1 月 13 日 法律第１号） 

（定義） 

第二条 この法律において「古都」とは、わが国往時の政治、文化の中心等として歴史上重要な地位

を有する京都市、奈良市、鎌倉市及び政令で定めるその他の市町村をいう。  

２ この法律において「歴史的風土」とは、わが国の歴史上意義を有する建造物、遺跡等が周囲の自

然的環境と一体をなして古都における伝統と文化を具現し、及び形成している土地の状況をいう。  

 

（歴史的風土保存区域の指定） 

第四条 国土交通大臣は、関係地方公共団体及び社会資本整備審議会の意見を聴くとともに、関係

行政機関の長に協議して、古都における歴史的風土を保存するため必要な土地の区域を歴史的風

土保存区域として指定することができる。この場合において、国土交通大臣は、関係地方公共団

体から意見の申出を受けたときは、遅滞なくこれに回答するものとする。 

２ 国土交通大臣は、歴史的風土保存区域の指定をするときは、その旨及びその区域を官報で公示

しなければならない。 

 

（歴史的風土保存区域内における行為の届出）  

第七条 歴史的風土保存区域（特別保存地区を除く。）内において、次の各号に掲げる行為をしよう

とする者は、政令で定めるところにより、あらかじめ府県知事にその旨を届け出なければならない。

ただし、通常の管理行為、軽易な行為その他の行為で政令で定めるもの及び非常災害のため必要な

応急措置として行なう行為については、この限りでない。  

一 建築物その他の工作物の新築、改築又は増築  

二 宅地の造成、土地の開墾その他の土地の形質の変更  

三 木竹の伐採  

四 土石の類の採取  

五 前各号に掲げるもののほか、歴史的風土の保存に影響を及ぼすおそれのある行為で政令で定

めるもの  

２ 府県知事は、前項の届出があつた場合において、歴史的風土の保存のため必要があると認めると

きは、当該届出をした者に対し、必要な助言又は勧告をすることができる。  

３ 国の機関は、第一項の規定により届出を要する行為をしようとするときは、あらかじめ府県知事

にその旨を通知しなければならない。  
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